
鳥取市ＰＴＡ連合会補助金交付要綱 

 

（趣 旨） 

第１条 この要綱は、鳥取市ＰＴＡ連合会補助金（以下「本補助金」という。）について、鳥取市補

助金等交付規則（昭和４２年鳥取市規則第１１号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、

必要な事項を定めるものとする。 

 

（交付目的） 

第２条 本補助金は、鳥取市ＰＴＡ連合会における人材育成及び調査研究活動を支援し、本市の児

童・生徒の健全育成や家庭・地域の教育力の向上を図ることを目的とする。 

 

（補助対象事業等） 

第３条  本補助金の交付の対象となる事業（以下「補助対象事業」という。）、本補助金の交付を受

けることができる者（以下「補助事業者」という。）及び本補助金の交付の対象となる経費（以下

「補助対象経費」という。）は、それぞれ別表に定めるところによるものとする。ただし、国又は

地方公共団体から別の補助金等を受けて実施する事業は、補助対象事業から除く。 

 

（補助対象期間） 

第４条 補助の対象となる期間は、本補助金の交付決定の日の属する年度の４月１日から３月３１日

までとする。 

 

（補助金の算定等） 

第５条 本補助金は、補助対象経費に２分の１を乗じて得た額（千円未満の端数があるときは、これ

を切り捨てる。）以内で算定し、補助金の額は２００千円を上限とする。 

 

（交付申請） 

第６条 規則第４条に規定する申請書に添付すべき同条第１号及び第２号に掲げる書類は、様式第１

号及び第２号とする。 

 

（承認を要しない変更） 

第７条 規則第９条第１項の市長が別に定める変更は、次に掲げるもの以外の変更とする。 

（１） 本補助金の増額 

（２） 本補助金の２割を超える減額 

 

（着手届を必要としない場合） 

第８条 本補助金の交付に係る事業は、規則第１０条第１項第３号の市長が別に定める場合とし、同

項に規定する着手届の提出を要しないものとする。 

 

（概算払） 

第９条 規則第１１条ただし書きの規定に基づき、本補助金は、概算払により交付できるものとする。

  

（実績報告） 

第１０条 規則第１２条に定める実績報告は、補助対象事業が完了した日から３０日を経過する日又

は本補助金の交付決定を受けた年度の翌年度の４月１０日のいずれか早い日までに行われなけれ

ばならない。 

２ 規則第１２条に規定する実績報告書に添付すべき同条第１号及び第２号に掲げる書類は、様式第

１号及び第２号とする。 

 



（消費税仕入控除税額等に係る取扱い） 
第１１条 補助対象経費に含まれる消費税及び地方消費税に相当する額のうち、消費税法（昭和６３

年法律第１０８号）に規定する仕入に係る消費税額として控除できる部分の金額と、当該金額に地

方税法（昭和２５年法律第２２６号）に規定する地方消費税率を乗じて得た金額の合計額（以下「消

費税仕入控除税額等」という。）がある場合の本補助金の申請及び実績報告は、次の各号に定める

方法によって行うものとする。 
（１） 消費税仕入控除税額等がある場合には、これを補助対象経費から減額して交付の申請をす

ること。ただし、本補助金の交付を受けようとする者が、免税事業者、簡易課税事業者若し

くは特定収入割合が５パーセントを超えている公益法人等（消費税法別表第３に掲げる法人

及び同法第２条第１項第７号に規定する人格のない社団等をいう。）である場合又は仕入控除

税額が明らかでないときは、この限りでない。 
（２） 実績報告書を提出するに当たって、本補助金に係る消費税仕入控除税額等が明らかになっ

た場合には、その金額（前号により減額したものについては、その金額が減じた額を上回る

部分の金額）を補助対象経費から減額して報告すること。 
（３） 本補助金の交付を受ける者が、仕入控除税額を含む額で交付決定を受けた一般課税事業者

であって、実績報告書を提出した後に、消費税の申告により本補助金に係る消費税仕入控除

税額等が確定した場合には、その金額（前２号により減額したものについては、その金額が

減じた額を上回る部分の金額）を消費税仕入控除税額等報告書（様式第３号）により速やか

に市長に報告するとともに、市長からの返還命令があった場合は、それに従うものとする。 
 

（委任） 

第１２条 この要綱に定めるもののほか、本補助金について必要な事項は、教育長が別に定める。 

 

附 則 

この要綱は、平成３１年４月２６日から施行し、平成３１年度の補助対象事業から適用する。 

附 則 

この要綱は、令和８年４月１日から施行し、令和８年度の補助対象事業から適用する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 別 表 （ 第３条関係 ） 

補助対象事業 補助事業者 補助対象経費 

⑴ＰＴＡ連合会の事務局運営に係

る事業 

⑵市立学校、各単位ＰＴＡ、その

他社会教育関係団体間の連絡調整

に関する事業 

⑶社会教育に関する研究調査に関

する事業 

⑷その他社会教育の振興に必要と

認められる事業 

鳥取市ＰＴＡ連合会 補助対象事業に要する経費

のうち、次に掲げるもの 

⑴報償費 

⑵旅費 

⑶消耗品費 

⑷印刷製本費 

⑸役務費 

⑹委託費 

⑺使用料 

⑻賃借料 

⑼備品購入費 

⑽その他市長が特に必要と

認める経費 

 



様式第１号（第６条、第１０条関係） 

 

 

鳥取市ＰＴＡ連合会補助金事業計画（報告）書 

 

１．事業計画（報告） 

団体名 

 

代表者名 

 

事業内容 

 

備考 

 

 

 

２ 他の補助金の活用の有無 

他の補助金の活用 活用補助金名 補助対象事業内容 問い合わせ先 

有 ・ 無 

   

 



様式第２号（第６条、第１０条関係） 

 

 

鳥取市ＰＴＡ連合会補助金収支予算（決算）書 

 

①収入の部 

費 目 金 額（円） 内   訳 

市補助金   

   

   

   

   

   

合 計   

 

 

②支出の部 

費 目 金 額（円） 内   訳 

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

合 計 
  



 

 

様式第３号（第１１条関係） 
                                                         年   月  日 

 
 
 鳥取市長 様 
 
                       住 所 
 
                       氏 名 
 

 
  年度消費税及び地方消費税仕入控除税額報告書 

 
 年 月 日付け鳥取指令受  第  号により交付決定を受けた鳥取市ＰＴＡ連合会補助金に

係る消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額について、下記のとおり報告します。 
 

記 
 
１ 鳥取市補助金等交付規則第１２条の２に基づく額の確定額又は事業実績報告額 
 

金           円 
 
 

２ 消費税及び地方消費税の申告により確定した消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額 
（要補助金返還相当額） 

金           円 
（注）別紙を添付すること。



 

（別紙） 
 

  年度消費税及び地方消費税仕入控除税額報告書 
 
 
１ 住所 
 
 
２ 氏名 
 
 
３ 補助事業名       
 
 
４ 補助金確定額 
 
                 円 
 
５ 仕入控除税額の概要 
（１）補助金の使途の内訳                        （単位：

円） 

区   分 
課税仕入 

非課税仕入 
使用分 

合  計 課税売上 
対応分 

非課税売上 
対応分 

共通対応分 

経
費
の
内
訳 

      
      

      

      

合  計      

 
 
（２）課税売上割合 
 
 
（３）仕入控除税額 
 
 
（注）確定申告書の写し等参考となる資料を添付すること。 
 
 

 

 


